
 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸収合併に係る事後開示書面 

 

 

令和３年４月１日 

 

 

株式会社エー・アンド・デイ 

 

  



令和３年４月１日 

 

東京都豊島区東池袋三丁目23番14号 

株式会社エー・アンド・デイ 

代表取締役 森島泰信 

 

 

吸収合併に係る事後開示事項 

 

当社は、令和３年２月５日付で当社と株式会社ＭＢＳ（以下、「ＭＢＳ」という。）との間で締

結した吸収合併契約書に基づき、令和３年４月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会

社、ＭＢＳを吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下、「本吸収合併」という。）を行いました。 

本吸収合併に関し、会社法第801条第１項及び会社法施行規則第200条に定める事項は下記のと

おりです。 

記 

 

１．吸収合併が効力を生じた日（会社法施行規則第200条第１号） 

令和３年４月１日 

 

２．吸収合併消滅会社における差止請求、反対株主の買取請求、新株予約権買取請求及び債権

者の異議に関する手続の経過 

（１）差止請求（会社法第784条の２） 

吸収合併消滅会社に対し、吸収合併の差止請求をした株主はありませんでした。 

（２）反対株主の買取請求（会社法第785条） 

吸収合併消滅会社は、当社の完全子会社であったため、反対株主の買取請求について該当

はありません。 

（３）新株予約権買取請求（会社法第787条） 

吸収合併消滅会社は、新株予約権を発行しておりませんので、該当事項はありません。 

（４）債権者の異議（会社法第789条） 

吸収合併消滅会社は、令和３年２月24日付で官報において公告するとともに、同日付にて

個別催告を行いましたが、異議を述べた債権者はありませんでした。 

 

３．吸収合併存続会社における差止請求、反対株主の株式買取請求及び債権者の異議に関する

手続きの経過 

（１）差止請求（会社法第796条の２） 

本吸収合併は、会社法第796条第２項の規定に基づく簡易合併に該当するため、該当事項

はありません。 



（２）反対株主の買取請求（会社法第797条） 

本吸収合併は、会社法796条第２項の規定に基づく簡易合併に該当するため、株式の買取

請求の適用はありません。 

（３）債権者の異議（会社法第799条） 

当社は、令和３年２月24日付の官報及び同日付の電子公告において、本吸収合併に対する

異議申述の公告を行いましたが、異議申述期限までに異議を述べた債権者はありませんで

した。 

 

４．吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務に関す

る事項（会社法施行規則第200条第４号） 

当社は、効力発生日をもって、吸収合併消滅会社の資産、負債及びその他の権利義務の一切

を承継しました。 

 

５．会社法第782条１項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面（会社法施行規則第200

条第５号） 

別紙のとおりです。 

 

６．会社法921条の変更登記予定日（会社法施行規則第200条第６号） 

令和３年４月１日以降、会社法第921条に定める吸収合併による変更登記を速やかに申請す

る予定です。 

 

７．その他吸収合併に関する重要な事項（会社法施行規則第200条第７号） 

該当事項はありません。 

 

以上 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸収合併に係る事前開示書面 

 

 

令和３年２月24日 

 

 

株式会社エー・アンド・デイ 

 

  

別紙 



令和３年２月24日 

 

東京都豊島区東池袋三丁目23番14号 

株式会社エー・アンド・デイ 

代表取締役 森島泰信 

 

 

吸収合併に係る事前開示事項 

（会社法第794条第１項及び会社法施行規則第191条に基づく事前備置書面） 

 

当社は、令和３年２月５日付で当社と株式会社ＭＢＳ（以下、「ＭＢＳ」という。）との間で締

結した吸収合併契約書に基づき、令和３年４月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会

社、ＭＢＳを吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下、「本吸収合併」という。）を行うこととい

たしました。 

会社法第794条第１項及び会社法施行規則第191条の規定に基づき、ここに本吸収合併に係る事

前開示をいたします。 

 

記 

 

１．吸収合併契約書 

令和３年２月５日付で当社とＭＢＳが締結した吸収合併契約書は、別紙１のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

本吸収合併は、当社の完全子会社との吸収合併であるため、本吸収合併による株式その他の

金銭等の交付はありません。 

 

３．吸収合併に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等 

ＭＢＳの最終事業年度に係る計算書類等は別紙２のとおりです。 

なお、最終事業年度の末日後に会社財産の状況に重要な影響を与える事象は生じておりませ

ん。 

 

５．吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後に生じた会社財産の状況に重要な影響を与える

事象 

該当事項はありません。 



６．吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する

事項 

本吸収合併効力発生日後の当社の資産の額は、債務の額を十分に上回ることが見込まれます。 

また、本吸収合併効力発生日後の当社の収益状況およびキャッシュ・フローの状況につきま

して、当社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されておりません。

従いまして、本吸収合併後における当社の債務について履行の見込みがあると判断いたしま

す。 

 

以上 
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自 2019年４月１日 

 

至 2020年３月31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社ＭＢＳ 
 

本店   埼玉県北本市朝日一丁目２４３番地 

 

 

 



１．株式会社の現況に関する重要な事項 

（1）直前三事業年度の財産及び損益の状況  

   

第４期 

（2017/3期） 

 

第５期 

（2018/3期） 

 

第６期 

（2019/3期） 

(当事業年度) 

第７期 

（2020/3期） 

売上高 (千円) 181,702 213,507 268,246 190,706 

営業利益 (千円) 4,132 16,993 16,673 △46,168 

当期純利益 (千円) 2,742 11,894 11,404 △24,453 

純資産 (千円) 459,273 471,167 482,572 458,118 
 
 

（2）重要な親会社の状況 

当社の親会社は、株式会社エー・アンド・デイであり、同社は当社の株式を9,900株（出

資比率100％）保有しています。当社の売上は全て親会社からの受託試験であり、また、当

社従業員は親会社から受け入れた出向者が大半を占めております。 
 
 

（3）株式に関する事項 

①発行可能株式総数       40,000株 

②発行済株式の総数  普通株式  9,900株（自己株式 9,900株を除く） 

③株主の状況 

株主名 保有株式の種類及び数 

株式会社エー・アンド・デイ  普通株式    9,900株 
 
 

（4）会社役員に関する事項  

氏 名 会社における地位 重要な兼職の状況 

古川  哲 代表取締役社長  

関口 雅也 取締役副社長  

鈴木 常雄 取締役  

伊藤 幸久 取締役  

西島 和弘 監査役  
 

（注）１．2019年５月24日に決議があったものとみなされた第６回定時株主総会で、関口雅

也氏が新たに取締役に選任され、就任いたしました。 

２．2019年５月24日に決議があったものとみなされた第６回定時株主総会をもって、

代表取締役副社長であった塚本惠三氏は、任期満了により退任いたしました。 
 
 

２．業務の適正を確保するための体制 

「Ａ＆Ｄグループ企業倫理憲章」の内容を継続的に社内に周知することにより、取締役は

もとより、従業員に於いても法令遵守と社会倫理の遵守を企業活動の原点とすることを徹底

いたします。 

 

 



附 属 明 細 書 

（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

株式会社ＭＢＳ 

 

記載すべき重要な事項はありません。 

 

 



　自 2019 年 4 月 1 日

　至 2020 年 3 月 31 日

本店　　　埼玉県北本市朝日一丁目２４３番地

株 式 会 社 Ｍ Ｂ Ｓ

決 算 報 告 書

第 ７ 期



貸　　借　　対　　照　　表
（2020年 3月31日現在）

株式会社ＭＢＳ

資産の部 負債の部
　流動資産 　流動負債

　　現金及び預金 315,687,489 　　買掛金 871,567
　　売掛金 61,247,505 　　未払金 3,986,378
　　仕掛品 9,705,005 　　未払費用 9,694,893
　　貯蔵品 750,000 　　未払法人税等 778,000
　　未収入金 14,118,876 　　リース債務 24,086,052
　流動資産合計 401,508,875 　　賞与引当金 11,202,000

　流動負債合計 50,618,890
　固定資産

　　有形固定資産 　固定負債

　　　建物附属設備 620,856 　　長期リース債務 26,725,200
　　　工具器具及び備品 36,623,230 　固定負債計 26,725,200
　　　一括償却資産 357,710
　　　リース資産 75,902,400 負債合計 77,344,090
　　有形固定資産合計 113,504,196
　　無形固定資産 純資産の部
　　　ソフトウェア 4,917,986 　株主資本

　　無形固定資産合計 4,917,986 　　資本金 200,000,000
　　投資その他の資産 　　資本剰余金

　　　出資金 10,000 　　　資本準備金 200,000,000
　　　繰延税金資産 15,521,552 　　　資本金資本準備金

　　　減少差益 590,000,000
　　投資その他の資産計 15,531,552 　　資本剰余金合計 790,000,000
　固定資産合計 133,953,734 　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 14,896,905
　　利益剰余金合計 14,896,905
　　自己株式 △546,778,386
　株主資本計 458,118,519
純資産合計 458,118,519

資産合計 535,462,609 負債・純資産合計 535,462,609



損　　益　　計　　算　　書
自　2019年 4月 1日
至　2020年 3月31日

株式会社ＭＢＳ

売上高 190,706,220
売上原価

　　当期製品製造原価 145,822,613
　売上原価合計 145,822,613
　　　売上総利益 44,883,607
販売費及び一般管理費 91,051,762
　　　営業利益 △46,168,155

営業外収益

　受取利息 3,842
　受取配当金 1,000
　雑収入 211
　　営業外収益合計 5,053
営業外費用

　　　経常利益 △46,163,102

特別利益

　固定資産売却益 29,542
　　特別利益計 29,542
特別損失

　固定資産除却損 443,095
　　特別損失計 443,095
　　　税引前当期純利益 △46,576,655

　　　　法人税、住民税及び事業税 △11,666,012
　　　　法人税等調整額 △10,457,088
　　　当期純利益 △24,453,555



株式会社ＭＢＳ 自　2019年 4月 1日
至　2020年 3月31日

製造原価の内訳 販売費及び一般管理費の内訳

Ⅰ　材料費 Ⅰ　人件費

　　期首材料たな卸高 0 　　役員報酬 11,680,000
　　材料仕入高 2,728,691 　　給与手当 14,794,776
　　期末材料たな卸高 0 　　法定福利費 614,078
　　　材料費計 2,728,691 　　　人件費計 27,088,854
Ⅱ　労務費 Ⅱ　経費

　　賃金 56,884,529 　　福利厚生費 74,074
　　賞与 11,421,560 　　旅費交通費 138,107
　　賞与引当金繰入額 11,202,000 　　教育費 508,201
　　法定福利費 12,924,577 　　減価償却費 43,846,093
　　福利厚生費 36,000 　　地代家賃 10,080,783
　　退職給付費用 3,368,384 　　通信費 2,472
　　　労務費計 95,837,050 　　水道光熱費 3,897,667
Ⅲ　経費 　　租税公課 3,054,900
　　外注加工費 1,952,500 　　備品消耗品費 3,276
　　水道光熱費 1,382,333 　　支払手数料 72,100
　　減価償却費 19,932,696 　　顧問料 454,400
　　リース料 232,800 　　雑費 1,830,835
　　修繕費 1,123,035 　　　経費計 63,962,908
　　租税公課 679,500 　販売費及び一般管理費計 91,051,762
　　賃借料 3,575,217
　　消耗品費 5,634,456
　　旅費交通費 385,718
　　保守料 16,365,164
　　通信費 27,482
　　　経費計 51,290,901
　　当期総製造費用 149,856,642
　　期首仕掛品たな卸高 5,670,976
　　期末仕掛品たな卸高 9,705,005
　当期製品製造原価 145,822,613



株主資本等変動計算書
自　2019年 4月 1日
至　2020年 3月31日

株式会社ＭＢＳ

株主資本
資本剰余金 利益剰余金

 その他の資本剰余金 その他利益剰余金

資本金資本準備金
減少差益

繰越利益剰余金

当期首残高 200,000,000 200,000,000 590,000,000 790,000,000 0 39,350,460 39,350,460
当期変動額

剰余金の配当 0 0
当期純利益 0 △24,453,555 △24,453,555
自己株式の取得 0 0
株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

0 0

当期変動額合計 0 0 0 0 0 △24,453,555 △24,453,555
当期末残高 200,000,000 200,000,000 590,000,000 790,000,000 0 14,896,905 14,896,905

株主資本

当期首残高 △546,778,386 482,572,074 0 482,572,074
当期変動額

剰余金の配当 0 0
当期純利益 △24,453,555 △24,453,555
自己株式の取得 0 0
株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

0 0

当期変動額合計 0 △24,453,555 0 △24,453,555
当期末残高 △546,778,386 458,118,519 0 458,118,519

利益剰余金
合計

自己株式
評価・換算
差額等

純資産
合計

株主資本
合計

資本金
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金



個 別 注 記 表 

（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

株式会社ＭＢＳ 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 (1) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品、製品、原材料 ..... 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

仕掛品 ................. 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

貯蔵品 ................. 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

 ................. 定率法（但し、建物、及び平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。なお、

耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

無形固定資産（リース資産を除く） 

 ................. 定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。 

リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

 ................. リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。 

 (3) 引当金の計上基準 

貸倒引当金 ............. 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。 

賞与引当金 ............. 従業員賞与の支給に備えるため賞与支給見込額の当期負担額

を計上しております。 

 (4) その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

  有形固定資産の減価償却累計額  205,945,726円 

 

３．株主資本等変動計算書に関する注記 

 (1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び数  普通株式 19,800株 

 (2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数   普通株式  9,900株 

 

 



附 属 明 細 書 

（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

株式会社ＭＢＳ 

 

１．有形固定資産及び無形固定資産の明細 

（千円未満切捨て） 

 
資産の種類 

期首 

帳簿価額 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期 

償却額 

減価償却 

累計額 

期末 

帳簿価額 

期末 

取得価額 

 建物附属設備 760 － － 139 762 621 1,383 

 機械及び装置 － － － － － － － 

 車両運搬具 － － － － － － － 

 工具器具及び備品 36,700 21,489 443 21,123 156,216 36,623 192,839 

 一括償却資産 835 140 － 617 1,495 357 1,853 

 土地 － － － － － － － 

 リース資産 90,460 30,458 6,613 38,403 47,471 75,902 123,373 

 有形固定資産計 128,755 52,088 7,056 60,283 205,945 113,504 319,449 

 電話加入権 － － － － 
 

－ 
 

 ソフトウェア 8,413 － － 3,495 4,917 

 無形固定資産計 8,413 － － 3,495  4,917  

 

 

２．引当金の明細 

（千円未満切捨て） 

科目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

賞与引当金 12,457 11,202 12,457 11,202 
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